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図 7-12 伊方地域における交通誘導対策の強化 

(ウ) 対象住民への避難計画の啓発（広報誌の配布） 

愛媛県では、平成 25 年 3 月に避難ルートや PAZ 及び UPZ の避難タイミングを記した広報紙を約

66,000 部作製し、約 57,000 部を PAZ・UPZ 内の全戸に配布すると共に、約 9,000 部をその他の市町

や関係機関に配布した。（図 7-13） 

 

(エ) 対象住民への避難計画の啓発（ワークショップでの避難方法の説明） 

愛媛県及び関係市町では、平成 26年及び平成 27年に説明会を 2回、講習会を 31回実施し、避難方

法について住民に周知を図った。また、伊方町においては、自治会単位のワークショップを 55 回実施

するとともに、全世帯対象の戸別訪問調査において避難方法の説明を行った。（図 7-13） 

 

       

図 7-13 広報誌（えひめ原子力だより「Soleil」）・ワークショップの様子 
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8. 避難時間推計の継続的な見直し及び改善 

ETEは、ある条件下における住民の避難時間を推計し、その結果を地域防災に係わる計画や避難など

の実施マニュアルへ反映するための情報を提供し、さらに避難時間を短縮する手法などの改善策を特定

するためのツールである。また、防災訓練で緊急時と同等の避難を実施することが困難な状況において

は、緊急時対応の実効性向上のため、訓練を補完するツールとしても有用である。 

ETEの継続的な実施に際し、どこからどのような資料を準備し、関係機関とどのように連絡及び調整

を行ったかなどのプロセスを記録しておくことは、ETEの改善や見直しを行う際の重要な資料となる。

また、地域防災の専門家の意見を伺うなどにより、ETEに影響を及ぼす可能性のある問題を抽出し、関

係機関（交通管制や避難を支援するリソースを提供する部局など）に報告することで、ETEに対する取

り組みについての認識を深めることが望まれる。 

避難時間の改善の可能性を評価する場合、ETEに大きな影響を及ぼすと考えられる重点区域内の主要

な道路や区域を対象とするため、必ずしもすべての交差点や道路網の避難時間の改善の可能性を評価す

る必要はない。しかし、緊急時に行われる避難指示などの防護措置を決定する際には、ETEは重要な参

考情報となる。したがって、ETEの精度を確保するために定期的に入力条件などの見直しを行うととも

に、ETEの実施結果が大幅に増減する可能性がある場合には随時更新することが望ましい。 

 

＜ETEを更新することが望ましい場合（例）＞ 

 重点区域内の住民が 10%以上増減したとき 

 重点区域で最も人口の多い避難等実施単位の居住人口が 10%以上増減したとき 

 新規に道路が整備され避難経路として設定する場合 
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9. まとめ 

本書では、わが国において ETEを実施するために必要な情報を整理し、ETEを実施するシミュレー

ションツールの機能要件を列挙するなどの、ETE実施の基本的な考え方と一連の手順を示した。ETE

を実施する際には、本書を基に、有効的な避難経路などの個々の地域の特性に応じた詳細な検討を行う

ことが望ましい。 

ETEは、総合的な地域防災に係わる計画の策定に、広く適用することが可能である。例として避難計

画を策定する際に、避難先までの経路を様々なパターンでシミュレートし、最適経路を事前に策定する

ことができる。また、避難計画と連携して、交通規制計画を策定することにも役立つと考えられる。 

ETEの結果を有効に活用し、適切に評価と再解析を繰り返すためには、ETEの一連の解析を短期間

だけのものとせず、長期に亘る評価と解析を繰り返すことで、より洗練された ETEの評価ができてい

くと考えられる。 

今後は、実際に ETEを実施することによる経験や ETE関係者からのコメントなどを反映し、本書の

改訂を継続的に進めていくものとする。 
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